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１．事業報告 

業務の適正を確保するための体制等の整備に関する事項 

(1) 決議の内容 

当社は，取締役会において，「会社の業務の適正を確保するための体制」について決議して

おります。その内容は，次のとおりであります。 

当社は，公正・透明性を経営の中心に据え，業務の適正を確保するため，次の体制を整備す

るとともに，これを有効に機能させ，株主，お客さまをはじめとするステークホルダーから信

頼される企業となるように努める。 

ア 経営管理に関する体制 

(ｱ) 業務執行に関する体制 

・取締役会は，原則として毎月１回開催し，法令・定款所定の決議事項および経営上重要な

事項を決定するとともに，取締役から職務執行状況の報告を受けるなどして，取締役の職

務執行を監督する。また，社外取締役により社外の視点からの監督を行う。監査役は，取

締役会に出席し意見を述べるほか，職務執行状況の聴取などを通じて，取締役の職務執行

を監査する。 

・業務執行における重要な事項について多面的に検討するため，経営執行会議および経営戦

略会議（以下合わせて「経営会議」という。）を設置する。経営執行会議は，原則として

毎週１回開催し，取締役会に付議する事項および社長が意思決定すべきその他重要事項の

審議を行うとともに，業務執行状況等に関する報告を受ける。また，会長，社長，副社長

および経営企画部門の長で構成する経営戦略会議は，必要に応じて開催し，経営に関する

方針・方向性について審議する。 

・経営の意思決定・監督と執行の分離および迅速な業務執行を実現するため，執行役員制を

採り，カンパニー社長・本部長・統括を務める役付執行役員に社長の権限を大幅に委譲し，

特定分野の業務執行をカンパニー社長・本部長・統括以下で完結させる一方，その執行状

況について，適宜，経営執行会議および取締役会に報告させる。 

・カンパニー制を採る販売，送配電および発電の各事業分野においては，カンパニー社長の

諮問機関としてカンパニーボードを設置する。 

・取締役ではないカンパニー社長・本部長・統括についても，経営執行会議の構成員として

取締役会決議案件の審議に参加させ，また取締役会において適宜議案の説明をさせること

等により，経営の意思決定と特定分野の業務執行との乖離の防止を図る。 

・取締役ならびに役付執行役員，執行役員およびその他の職員（以下「取締役等」という。）

の職務執行の適正および効率性を確保するため，社内規程において，各部門（カンパニー，

本部，本店の部・室・センター，支店・支社をいう。以下同じ。）および各部署ならびに

それらの長の業務分掌，権限等を定める。また，取締役等は，業務執行状況について，適

時に，取締役会，経営執行会議，カンパニーボードまたは上位者に報告する。 

・取締役等の意思決定の適正を確保するため，決裁手続において，起案箇所，関係部門およ 

び審査部門による審査を行う。 

(ｲ) 取締役等の職務執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

・取締役等の職務執行に係る情報の保存および管理を適切に行うため，社内規程において，

取締役会議事録，経営会議資料，カンパニーボード資料，決裁文書等の作成，保存および

管理に関する事項を定める。 

(ｳ) 内部監査に関する体制 

・取締役等の職務執行の適正および効率性を確保するため，業務執行ラインから独立した組

織として社長直属の内部監査部門を設置する。内部監査部門は，各部門の業務執行状況等

を定期的に監査し，その結果を社長に報告するとともに，必要に応じ各部門に改善を勧告

する。 
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イ リスク管理に関する体制 

・全社および各部門のリスク管理が適切に行われるよう，組織，権限および社内規程を整備

する。 

・個々の事業または業務運営上のリスクを管理するために，カンパニー社長，本店の部門の

長を責任者（以下「リスクオーナー」という。）とするとともに，経営に重大な影響を与え

るリスクを統合的に管理するためにリスクマネジメント会議を設置する。また，リスクマ

ネジメント会議の審議結果については，必要に応じて，取締役会へ付議する。 

・個々の事業または業務運営上のリスクについては，リスクオーナーが，これを管理する体

制を整備する。また，リスクオーナーは，計画の策定・実行にあたり，リスクを把握・評

価のうえ，その結果に基づいてこれを管理する。 

・経営に重大な影響を与えるリスクについては，コーポレート本部内のリスク管理部署がリ

スクオーナーの報告を把握・評価のうえ，リスクマネジメント会議に報告し，対応方針の

審議を受けるとともに，経営計画およびリスクオーナーが実施するリスク対策にこれを反

映する。 

・非常災害その他当社の財産，社会的信頼等に重大な影響を与える事象が発生したときの情

報伝達および対応について社内規程に定めるとともに，これら事象が発生したときに備え

定期的に訓練等を実施する。 

・原子力の自主的・継続的な安全性向上に向けた取り組みとして，当社の原子力安全の取り

組み姿勢・理念を反映した中部電力グループ原子力安全憲章を制定する。また，原子力部

門へのガバナンスを強化するため，原子力安全向上会議を設置し，同会議において，リス

クを分析・評価するとともに原子力の安全性向上に必要な対応策について審議する。さら

に，社外の各分野の有識者のガバナンス等に関する知見を安全性向上に向けた取り組みに

活用するため，原子力安全向上会議アドバイザリーボードを設置する。 

・社内外の原子力の専門家の安全に関する知見を現場における安全性向上の取り組みに活用

するため，浜岡原子力安全アドバイザリーボードを設置する。 

・法令等に従って財務報告を適正に行うために，組織および社内規程類を整備し，適切に運

用する。 

ウ コンプライアンスに関する体制 

・コンプライアンス経営を推進するため，社長を議長とし，社外委員および監査役を加えた

コンプライアンス推進会議を設置するとともに，各部門・事業場および各部署の長をコン

プライアンス推進責任者とする全社的な体制を整備する。 

・法令および社会規範の遵守に関する理念ならびに取締役等が遵守すべき基本的事項を定め

た中部電力グループコンプライアンス基本方針を制定・周知する。 

・コンプライアンスの定着を図るため，取締役およびコンプライアンス推進責任者を対象と

した啓発活動を実施し，管下職員への適切な指導・監督に当たらせるとともに，職員に対

し各種研修を行う。 

・コンプライアンス違反事象の未然防止・早期改善のため，通常の業務報告経路とは別に，

内部通報の窓口「ヘルプライン」を社内および社外に設置する。なお，ヘルプラインの利

用者の保護について，社内規程を定める 

・反社会的勢力との関係遮断については，対応部署を定め，社内規程類を整備するとともに，

関連する外部専門機関と連携して対応する。 

エ 監査に関する体制 

(ｱ) 監査役の職務を補助すべき職員に関する事項 

・監査役の職務を補助するため，執行部門から独立した組織として監査役直属の監査役室を

設置する。 

・監査役室には，監査役の意向を踏まえた員数の職員を置く。 
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(ｲ) 監査役の職務を補助すべき職員の独立性および当該職員に対する監査役の指示の実効性の

確保に関する事項 

・監査役室に所属する職員は，執行部門の業務に関わる役職を兼務せず，取締役の指揮・命

令を受けない。 

・取締役等は，監査役の指示に基づき職務を遂行したことを理由として，監査役室に所属す

る職員に不利益を及ぼさない。 

・監査役室に所属する職員の異動および評定にあたっては，監査役の意向を尊重する。 

(ｳ) 監査役への報告に関する体制 

・取締役等は，次のとおり，職務執行状況等について監査役に報告する。 

・取締役会および経営会議ならびにカンパニーボードの付議事項について，監査役からの求

めに応じ報告する。 

・当社に著しい損失を与えるおそれのある事実を知ったときは，ただちに監査役に報告する。 

・部門ごとに原則として年１回，当該部門に係る職務執行状況を監査役に報告する。 

・重要な決裁文書については決裁後すみやかに，また業務執行に係るその他の文書類につい

ても求めに応じて，監査役の閲覧に供する。 

(ｴ) 監査役に報告した者が当該報告をしたことを理由として不利益を受けないことを確保する

ための体制 

・取締役等は，監査役または監査役室に所属する職員に報告をしたことを理由として，報告

した者に不利益を及ぼさない。 

・監査役および取締役等は，監査役に報告した者が望まない場合，正当な理由なく，その者

の氏名等個人を特定できる情報を社内または社外に開示しない。 

(ｵ) 監査費用等に関する事項 

・監査役が職務上必要と認める費用等を請求したときは，すみやかに当該費用等を支払う。 

(ｶ) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保する体制 

・監査役は，経営会議およびその他重要な会議体ならびにカンパニーボードに出席のうえ，

意見を述べることができる。 

・社長は，定期的に監査役と代表取締役が経営全般に関し意見交換する機会を設ける。 

・内部監査部門および会計監査人は，監査計画の策定・実施にあたって監査役と協議すると

ともに，実施結果を監査役に報告する。 

オ 中部電力グループの業務の適正を確保するための体制 

・中部電力グループの業務の適正および効率性を確保するため，グループ会社を統括する部

門を設置し，グループ会社全般に関する経営戦略・方針の立案を行うとともに，社内規程

類を整備し，経営上の特に重要な事項について協議または報告を求めるなど，グループ会

社の経営管理を行う。また，グループ会社を統括する部門は，グループ各社の事業の概況

を当社監査役に報告する。 

・グループ各社のリスクについては，各社が把握・評価・管理する。また，個別会社毎に当

該会社の社長と当社の社長等で構成するグループ経営戦略会議を原則として年１回開催し，

当該会社の経営施策と併せて経営に重大な影響を与えるリスクについて検討する。当社監

査役は，これに出席のうえ，意見を述べることができる。 

・当社の取締役等ならびにグループ会社の取締役等および監査役は，グループ会社において

グループ経営に重大な影響を与える事象が発生した場合，すみやかに状況把握を行うとと

もに，当社監査役に報告する。 

・中部電力グループにおけるコンプライアンス推進のため，中電グループ・コンプライアン

ス推進協議会を設置するとともに，グループコンプライアンス基本方針を制定する。また，

グループ各社のコンプライアンス経営を推進するため，各社において，コンプライアンス

委員会またはコンプライアンス担当の取締役等・部署の設置その他推進体制を整備すると

ともに，基本方針の制定をはじめとする自律的な取り組みを行う。 

・コンプライアンス違反事象の未然防止・早期改善のため，グループ各社が必要に応じ自ら

内部通報の窓口を設けるほか，グループ各社共同のコンプライアンスに関する内部通報の

窓口「中電グループ・共同ヘルプライン」を設置する。 
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・当社の取締役等または監査役に，必要に応じグループ会社の取締役または監査役を兼務さ

せる。 

・当社監査役は，グループ会社監査役間の定期的な意見交換を行う。 

・当社の内部監査部門は，必要に応じてグループ会社に対して内部監査を行い，その結果を

社長および監査役に報告する。 

（注）  当社は，「会社の業務の適正を確保するための体制」について，2006年 4月 27日開催の

取締役会において決議し，その後適時適切に内容を改定しております。 

2018年度は，2018 年 3 月 27 日開催の取締役会において，同年 4 月 1日付で一部改定す

る決議をいたしました。改定内容は，次のとおりであります。 

   ・組織再編に伴う変更 

   ・リスクマネジメント会議等の設置に伴う変更 

 

(2) 体制の運用状況の概要 

「会社の業務の適正を確保するための体制」の運用状況の概要は，次のとおりであります。 

ア 経営管理に関する体制 

2018年度において取締役会を 13回開催し，法令および定款所定の事項ならびに経営上重要

な事項について審議し決議している。このほかの業務執行における重要事項については，経営

執行会議において審議または報告している。 

社外取締役は，取締役会へ出席するほか，代表取締役との定期的な意見交換等を通じ，社外

の視点から取締役の職務執行を監督している。 

また，グループ内部監査を含め内部監査の実施結果について，随時，社長および監査役に報

告している。 

このほか，中部電力グループＣＳＲ宣言を実践するための基本方針として，中部電力グルー

プコーポレート・ガバナンス基本方針を制定している。 

イ リスク管理に関する体制 

個々の事業または業務運営上のリスクはリスクオーナー（カンパニー社長，本店の部門の長）

が管理する体制を整備しており，経営に重大な影響を与えるリスクはリスク管理部署が把握・

評価し，リスクマネジメント会議に報告している。これらのリスクは対応方針の審議を受け，

経営計画やリスク対策に反映するとともに適切に取締役会に付議している。 

非常災害の発生に備え，全社的な防災訓練等を実施し，非常時の体制および対応について確

認している。 

また，原子力の自主的・継続的な安全性向上に係る取り組みについては，原子力安全向上会

議を定期的に開催し，原子力部門における安全性向上への取り組みや内部監査結果等について

確認するとともに，アドバイザリーボードの開催により社外有識者の知見の反映に努めている。 

ウ コンプライアンスに関する体制 

コンプライアンス推進会議を半期ごとに開催し，中部電力グループコンプライアンス基本方

針にもとづくコンプライアンス推進施策の策定，その実施状況の確認を行うとともに，ヘルプ

ラインへの相談事項について報告し，その対応方針の検討等を行っている。 

ヘルプラインへの相談のなかで対応が必要な事象については，すみやかに事実確認を行い，

適切に対処している。 

エ 監査に関する体制 

監査役直属の監査役室を設置し，監査役室に所属する職員について取締役からの独立性を確

保している。 

監査役は，取締役会，経営会議およびその他重要な会議への出席，職務執行状況の聴取なら

びに重要な決裁文書の閲覧等を実施するとともに，定期的に代表取締役と経営全般に関し意見

交換を行い，内部監査部門および会計監査人から随時報告を受けること等により，取締役の職

務執行全般を監査している。 
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また，監査役に報告した者が不利益を受けないことを確保するための体制および監査役の職

務について生ずる費用等に関する事項等について，適切に運用している。 

オ 中部電力グループの業務の適正を確保するための体制 

グループ経営戦略会議や定期的な報告を通じ，グループ会社の経営状況やリスク管理状況に

ついて適切に統括・管理している。 

中電グループ・コンプライアンス推進協議会を通じてグループ各社のコンプライアンス推進

を支援している。 

中電グループ・共同ヘルプラインへの相談のなかで対応が必要な事象については，すみやか

に事実確認を行い，適切に対処している。 
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２．連結計算書類 

連結株主資本等変動計算書 

 

 

 

 

 

株 主 資 本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当連結会計年度期首残高 430,777 70,805 1,188,453 △  1,891 1,688,145 

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額           

 剰 余 金 の 配 当     △  30,270   △  30,270 

 親会社株主に帰属する当期純利益     79,422   79,422 

 自 己 株 式 の 取 得       △    121 △     121 

 自 己 株 式 の 処 分   0  3 3 

 非支配株主との取引に 

係る親会社の持分変動 
  △     6     △   6 

 株主資本以外の項目の当連結 

会計年度変動額（純額） 
          

当連結会計年度変動額合計 － △      6 49,151   △    117 49,027 

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 430,777 70,798 1,237,605 △  2,008 1,737,172 

 

その他の包括利益累計額 

非 支 配 

株主持分 
純資産合計 

その他有価証券 

評 価 差 額 金 

繰延ヘッジ 

損 益 

為替換算 

調整勘定 

退職給付に係る 

調 整 累 計 額 

その他の包括  

利益累計額合計 

当連結会計年度期首残高 38,649 △  6,182 19,964 △  10,833 41,597 62,199 1,791,942 

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額               

 剰 余 金 の 配 当             △  30,270 

 親会社株主に帰属する当期純利益             79,422 

 自 己 株 式 の 取 得             △     121 

 自 己 株 式 の 処 分             3 

 非支配株主との取引に 

係る親会社の持分変動 
            △      6 

 株主資本以外の項目の当連結 

会計年度変動額（純額） 
△  3,416 3,909 △  3,535 2,768 △     274 3,667 3,393 

当連結会計年度変動額合計 △  3,416 3,909 △  3,535 2,768 △     274 3,667 52,420 

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 35,232 △  2,273 16,428 △  8,064 41,322 65,867 1,844,362 

（単位：百万円） 
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３．計算書類 

株主資本等変動計算書 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 

株式 

株主 

資本 

合計 
資 本 

準備金 

その他 

資 本 

剰余金 

資 本 

剰余金 

合 計 

利 益 

準備金 

その他利益剰余金 

利 益 

剰余金 

合 計 
海外投資等 

損失準備金 

特定災害 

防止準備金 

別 途 

積立金 

繰越利益 

剰 余 金 

当事業年度期首残高 430,777 70,689 － 70,689 93,628 6 12 443,000 375,393 912,040 △ 1,834 1,411,673 

当事業年度変動額                         

剰余金の配当                  △  30,270 △  30,270   △  30,270 

 当期純利益                 66,024 66,024   66,024 

海外投資等損失 

準備金の取崩 
          △     3     3 －   － 

 自己株式の取得                     △   121 △     121 

自己株式の処分        0    0                   3 3 

 株主資本以外の 

項目の当該事業 

年度変動額（純額） 

                        

当事業年度変動額合計 － －    0    0 － △     3 － － 35,756 35,753 △   117 35,635 

当事業年度末残高 430,777 70,689 0 70,689 93,628 3 12 443,000 411,149 947,793 △ 1,951 1,447,309 

 

評価・換算差額等 

純資産 

合 計 
そ の 他 

有価証券  

評価差額金 

繰 延 

ヘッジ 

損 益 

評価・換算 

差額等合計 

当事業年度期首残高 35,736 △   2,363 33,373 1,445,047 

当事業年度変動額         

剰余金の配当        △  30,270 

 当期純利益       66,024 

 海外投資等損失 

準備金の取崩 
      － 

 自己株式の取得       △     121 

 自己株式の処分       3 

 株主資本以外の 

項目の当該事業 

年度変動額（純額） 

△  2,355 1,679 △ 676 △    676 

当事業年度変動額合計 △ 2,355 1,679 △  676 34,959 

当事業年度末残高 33,380 △   683 32,697 1,480,006 

（単位：百万円） 
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